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平成２３年度 決算特別委員会（農林部）

発 言 者 発 言 要 旨

井上（航）委員

農産物安全課長

農業支援課長

生産振興課長

井上（航）委員

１ 資料２６の「トレーサビリティシステムの推進について」、実

施している農家数が１４，０７８戸とのことだが、農家全体で見

るとどのくらいなのか。また、過去３年の推移を見ると実施農家

数が減少しているが、その理由は何か。

２ 平成２２年度の新規就農者数２５０人に対し、就農施設等資金

の貸付実績が６件と少ないのはなぜか。また前年の状況はどうな

のか。

３ 資料１１の「農林関係の決算額の推移」によると、蚕糸産業が

減少の一途にあるようだが、そのことについてどう考えているの

か。

４ 資料１９に学校給食における米飯給食の実施状況があるが、現

在の１週間の平均実施回数はどのようになっているか。また、県

として目標を持って進めているのか。

１ 県内の全農家戸数は約７万３，０００戸である。トレーサビリ

ティの実施農家戸数はその約１９％である。平成２２年度の実績

には、団体で取り組んでいる２３集団１，４３０戸や、全農さい

たまのシステムを導入した取組も含まれている。農家戸数そのも

のが減少しているため、トレーサビリティに取り組む戸数も減っ

てきている。

２ 就農支援資金の借入者の実績は、平成２１年度が８件、平成２

０年度が４件である。この資金の原資は国から２／３、県費１／

３であり、国に要望しているところではあるが、国からの貸付金

の関係で融資枠が少なくなっている。なお、この他のメニューと

して、農業近代化資金でも対応している。

３ 本県の養蚕は全国第４位の生産があり、生産量は２１トンであ

る。生産者は６８戸で、年々減少している。このような背景もあ

り予算も減少傾向で推移している。

４ 週の平均実施回数は平成２２年で３回となっており、徐々に増

えている。県全体の目標としては、教育局で週３回としているの

で達している状況である。

１ トレーサビリティは、農家戸数全体を考えれば、実施農家数を
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もっと増やしていけるのではないか。平成２３年度の取組の内容

と、それが拡大につながるのかどうかを教えてほしい。

２ 平成２２年度の新規就農者数２５０人は、既存の農業法人等に

就農しているのか、それとも自らで新規参入しているのか。新規

参入する就農者が多いのであれば貸付事業のさらなる拡充があっ

てもよいのではないか。

３ 養蚕業の衰退を食い止める策を、どのように考えているのか。

４ 米飯給食については、週３回平均で実施できているとのことで

あるが、３回に達していない市町村はどのくらいあるのか。

１ ＧＡＰ・トレーサビリティ普及推進会議の開催のほか、生産工

程管理も含めた事例発表や情報交換を行い、取組の拡大につなげ

ていきたいと考えている。また、毎年度、モデルとなる団体を支

援している。工程や履歴の管理には費用がかかるものだが、安心

安全な農産物を提供することについて生産者の理解を求めていき

たい。

２ 新規就農者２５０人のうち、実家などを継いだ人を除く農業外

就農者が１０１人である。そのうち、５８人が農業法人への就職

就農で、４３人が自立して農業を始めた人である。就農施設等資

金については、国へ今後も増額を要望していく。なお、現状では

融資を断っている事例はなく、また、まずは機械設備を借りて農

業を開始する事例も多い。さらに、就農後５年間、年１５０万円

を補助する制度を国が創設する予定であり、これも含めて対応し

ていきたい。

３ 本県には「いろどり」というブランド繭がある。平成２２年に

繭の生産者から加工・販売業者までの連携システムを作った。こ

の連携システムを活用して、高品質な繭の生産を確立していきた

い。

４ 平均３回に達していない市町村は把握していないが、目標の３

回実施に満たない学校は、約１，３００校のうちの２２％となっ

ている。


